
年俸制導入等に関する計画案 

 

●年俸制を適用する教員等 

  学長直下に設置する重点戦略推進組織（グローバル・エクセレンス）、大学院工芸 

科学研究科及び教育研究センター等に属する承継職員 

 

●年俸制の切り替えを行う教員層 

  シニア教員層（５３歳程度以上の教員）を優先的に行う 

  ※シニア層以外の教員を切り替えの対象としない訳ではない 

 

●年俸制適用教員数（年度別目標人数） 

  平成２６年度、２７年度の２年間で３０名程度（新規採用教員を含む） 

※平成２８年度以降の目標人数は、年俸制給与の導入効果や国からの支援の動向を 

踏まえ設定する 

 

●年俸制の形態 

  ①年俸額は、基本年俸と業績・成果手当の合計額 

    別紙１参照 給与体系のイメージ 

 

  ②基本給調整額（研究指導等）、諸手当は、基本年俸とは別に支給する 

 

●基本年俸に関すること 

  ①号給決定の考え方 

    切り替え教員：原則、現在の給与水準を保障する 

    新規採用教員：経歴・能力等に基づき、学長面談のうえ、決定する 

 

  ②号給の見直し 

    シニア教員：毎年度、学長面談のうえ、見直しを行う場合もある 

    シニア教員以外：毎年度、学長面談のうえ、３年サイクルで見直しを行う場合 

もある 

 

●業績評価に関すること 

１）評価項目等 

  ①グローバル・エクセレンスに属する教員 

    学長が指定する評価項目（重点評価項目） 

未 定 稿 

H26.4.24 現在 



  ②既存組織（研究科、教育研究センター等）に属する教員 

教育関係（教育研究センター等業務）、研究関係、社会活動及び大学運営の４ 

分野に係る評価項目 

別紙２参照 業績評価調書（研究科・教育研究センター等所属教員） 

※評価基準（評価項目、係数（評価の重み）等）は、部門（教育研究センター） 

又は学系等のグループ単位の設定も検討中 

  

２）評価実施体制 

  ①年俸制適用教員の評価は、すべて、業績評価委員会が行う 

  ②評価基準は、業績評価委員会で検討のうえ、役員会で決定する 

  ※業績評価委員会メンバー：学長、理事、副学長、部局長、外部評価委員 

 

３）評価サイクル 

   業績・成果の評価は、毎年度実施する 

 

４）業績評価結果の反映 

   当該年度の評価結果を翌年度の業績・成果手当に反映する 

以上 



４月分
５月分
６月分
７月分
８月分
９月分

１０月分
１１月分
１２月分

１月分
２月分
３月分

勤勉手当(1.3月)
[0.65月×2回]

注）１．「年俸制切替者」とは、現職の本学教員で、月例制給与から年俸制給与に切り替えた者のこと。
注）２．「承継職員補充者」とは、年俸制教員として教員公募を行い採用された者のこと。
注）３．業績給①～③の成績率の幅については、検討中。

注）６．業績給③は、競争的資金獲得者に対し、獲得した間接経費の一部をインセンティブとして支給しようとするもの。

◆業績給③（外部資金獲得ｲ
ﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ）

別紙１

◆業績給②（国際的学術論
文・世界的受賞ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ）

給与体系のイメージ

年俸制給与

【承継職員補充者】

◆業績給②（国際的学術論
文・世界的受賞ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ）

月 例 給

　　　　　［基本年俸］

　　　　基本年俸表のとおり
　※経歴・能力等に基づき、
     学長面談のうえ決定

賞 与

月例制給与

      ［業績・成果手当］
◆業績給①（成績給）

　    ［業績・成果手当］
◆業績給①（成績給）

※業績奨励費（固定）を加算

注）４．「業績奨励費」とは、年俸制切り替え時に算出した退職手当額（自己都合退職で算出）と定年退職時の退職手当額との差額を定年
　　　　までの年俸制期間（年数）で除した額に相当する額を、業績奨励費として成績給に加算しようとするもの。（※金額は人により異なる。）
注）５．業績給②は、論文が「ネイチャー」、「サイエンス」等の著名な雑誌に掲載された場合や国際的に権威ある賞を受賞した場合等に、イン
　　　　センティブとして支給しようとするもの。（※インセンティブの対象となる雑誌名・賞名、掛率（成績率）とクラスについては、検討中。）

◆業績給③（外部資金獲得ｲﾝ
ｾﾝﾃｨﾌﾞ）

期末手当(2.6月)
[1.3月×2回]

［基本年俸］

基本年俸表のとおり
※現在の給与水準を保障

（勤勉手当額を除く）

【年俸制切替者】

基本年俸×１／１２ 
（月額支給相当額）の 
       ○○％～○○％ 

    間接経費獲得額の  ○○％～○○％ 

基本年俸×１／１２（月額支給相当額）の     
              ○○％～○○％ 



別紙２

◆教育関係
①実績 ②係数 ①＊② 上限値 評価点

１）授業関係
担当授業時間（拘束１コマを１日とする）
担当授業科目数（単独）
○○○○
○○○○
○○○○

２）学生指導（指導学生への教育的指導について評価）
当該年度に学位取得した学生数：学部生（主任指導分）
当該年度に学位取得した学生数：修士学生（主任指導分）
当該年度に学位取得した学生数：博士学生（主任指導分）
当該年度に学位取得した学生数：博士学生（副指導分）
指導学生の論文口頭発表件数（修士学生）　
指導学生の論文口頭発表件数（博士学生）　
指導学生の筆頭論文数（修士学生）
指導学生の筆頭論文数（博士学生）　
指導学生の研究等に関する受賞件数（学部、修士、博士）　
○○○○
○○○○
○○○○

３）一般教材の作成事例（授業以外でも使用できる一般的教材の作成事例を評価）
○○○○（教材名称）
○○○○
○○○○

４）その他
○○○○
○○○○
○○○○

業績評価調書（研究科・教育研究センター等所属教員）

評価項目

教育関係評価ポイント

評価項目等の例示 



◆研究関係
①実績 ②係数 ①＊② 上限値 評価点

１）外部資金
科学研究費補助金申請数（代表）
科学研究費補助金獲得金額（代表）［期間中決定分のみ］
科学研究費補助金申請数（共同）
科学研究費補助金獲得金額（共同）［期間中決定分のみ］
民間との共同研究件数（代表）［期間中決定分のみ］
民間との共同研究経費総額（代表）［期間中決定分のみ］
民間との共同研究件数（共同）［期間中決定分のみ］
民間との共同研究経費総額（共同）［期間中決定分のみ］
受託研究件数（代表）［期間中決定分のみ］
受託研究獲得金額（代表）［期間中決定分のみ］
受託研究件数（共同）［期間中決定分のみ］
奨学寄附金件数
奨学寄附金獲得総額［期間中決定分のみ］
○○○○
○○○○
○○○○

２）受賞（教員本人の受賞を対象）
○○○○（賞の名称）
○○○○
○○○○

３）著作等（出版時点で評価）
著書出版数（単著）
著書出版数（共著）
○○○○
○○○○
○○○○

４）論文・作品等（論文は、レフェリー付きの原著論文に限定）
筆頭/単著論文（和文雑誌）数　　
筆頭/単著論文（欧文雑誌）数　
筆頭/単著論文（国際会議プロシーディングス）数
共著論文（和文雑誌）数　
共著論文（欧文雑誌）数
共著論文（国際会議プロシーディングス）数
掲載された専門雑誌の Impact Factorの総計

評価項目



論文の Citation Indexの総計
○○○○
○○○○
○○○○

５）発表・講演（教員本人の研究成果について行ったものに限る）
国際会議口頭発表数　
学術招待講演数（海外）
○○○○
○○○○
○○○○

６）特許等（本学から特許出願・登録がされた時点で評価）
出願特許件数（代表分）
公開特許件数（代表分）
登録特許件数（代表分）
○○○○
○○○○

７）研究活動等に関する報道件数
○○○○
○○○○

８）その他
○○○○
○○○○
○○○○

研究関係評価ポイント



◆社会活動
①実績 ②係数 ①＊② 上限値 評価点

１）地域貢献
本学公開講座講師担当数
公的機関等での講習会等講師担当数
公的機関等での学術講演等担当数
出前授業、高大連携事業回数
○○○○
○○○○

２）国際交流
国際交流協定締結大学の学生受入数
国際訪問研究員の受入数
大学等間国際交流協定締結のためのコーディネーター実績数
○○○○

３）学界活動
学会等の長担当数
学会等の委員会等の長担当数
国際会議実行委員会等の長担当数
国際会議実行委員会等の委員担当数
学術雑誌等の論文査読件数
○○○○

４）政府関連
政府系の委員会等の長担当数
政府系の委員会等の副長担当数
政府等の委員会委員等担当数
○○○○

５）地方公共団体関連
地方公共団体の委員会等の長担当数
地方公共団体の委員会等の副長担当数
地方公共団体等の委員会委員等担当数
○○○○

６）地域貢献・社会貢献活動に関する報道件数
○○○○

７）その他
○○○○
○○○○

社会活動評価ポイント

評価項目



◆大学運営
①実績 ②係数 ①＊② 上限値 評価点

１）大学運営関係
委員会委員長担当数
委員会部会長担当数
委員会・部会等の副長担当数
委員会・部会等の委員担当数
大学外部評価の準備
大学間交流協定世話役担当数
大学運営に関わる公的資格取得数
大学運営に関わる公的資格保有数
○○○○
○○○○

２）入試関係
入試責任者
出題委員担当数
面接委員担当数
採点委員担当数
○○○○
○○○○

３）大学広報活動担当件数（学校訪問、体験授業、オープンキャンパス等）
○○○○
○○○○

４）その他
○○○○

（成績率の目安）

評価項目

大学運営評価ポイント

合計評価ポイント

○○○%
○○○%
○○○%

○○○%

合計評価ポイント数 成績率
○○○○○以上
○○○○～○○○○○
○○○○～○○○○

○○○以下 ○○○%

○○○%○○○～○○○○
○○○～○○○



国立大学改革プラン（平成 25年 11月 文部科学省）《抜粋》 

 

５．機能強化を実現するための方策 

各大学の機能強化の視点 自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築 

・強み･特色の重点化 

・グローバル化 

・イノベーション創出 

・人材養成機能の強化 

 

1. 社会の変化に対応できる教育研究組織づくり 

2. 国際水準の教育研究の展開、積極的な留学生支援 

3. 大学発ベンチャー支援、理工系人材の戦略的育成 

4. 人事・給与システムの弾力化 

5. ガバナンス機能の強化 

 

 

６．（４）人事・給与システムの弾力化 

・運営費交付金について、必要額を確保した上で退職手当にかかる配分方法を早期に見直し、 

併せて競争的資金制度において間接経費 30パーセントを確保しこれを活用することにより、 

人事・給与システム弾力化がさらに加速 

・各大学の改革の取組への重点支援の際に、年俸制の導入等を条件化 

・特に、教員の流動性が求められる分野において、改革加速期間中に１万人規模で年俸制・混 

合給与を導入（例えば、研究大学で２０％、それに準ずる大学で１０％の教員に年俸制を導 

入することを目標に設定） 

・年俸制の趣旨に沿って、適切な業績評価体制を整備 

・優秀な若手・外国人の力で大学力を強化するため、シニア教員から若手・外国人へのポスト 

振替等を進める意欲的な大学を資金面で積極支援し、改革加速期間中に１,５００人分の常勤 

ポストを政策的に確保することを目指す 

 

第３期には、国内外の優秀な人材の活用によって、 

教育研究の活性化につながる人事・給与システムに 

 

 

○各大学の取組例 

大阪大学：世界的に優秀な教員に対して、「大阪大学特別教授」の称号を付与するとともに、「特 

別教授手当」（年間最高 600万円）を支給。このほか、業績変動型の年俸制やクロス・ 

アポイントメント制度等の柔軟な人事・給与システムを導入 

北陸先端科学技術大学院大学：外国人研究者や企業の研究者等、多様な人材の確保及び流動 

性を更に促進するため、新規採用者及び現職者について年俸制の導入を決定 

 

 

【国立大学改革プラン】 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/1341970.htm 

参 考 



morozumi_hi
タイプライターテキスト
（参考）


	02　計画案.pdf
	03 （別紙１）給与体系のイメージ
	04 （別紙２）業績評価調書
	06 国立大学改革プラン（抜粋）
	07 学長声明－本学の機能強化に向けて－



